令和５・６年度仁木町建設工事等競争入札

参加資格審査申請書の提出について
　

· 様式１　建設工事等競争入札参加資格審査申請書

・申請日を必ず記載すること。（郵送の場合は郵送日）

・仁木町長 宛てになっていること。

・下段冒頭に「 仁木町　所管に係る・・・」と記載すること。

· 様式２　総合評定値通知書（経営事項審査結果通知書）の写し（建設工事のみ）

　　　　・総合評定値（P点）が記載されている最新のものを提出すること。

　　　　　　・「健康保険」「厚生年金保険」「雇用保険」のいずれか一つでも未加入がある場合は、申請
を行うことはできません。
※経営規模等評価結果通知書（総合評定値通知書）の「その他の審査項目（社会性等）」
において、「雇用保険加入の有無」「健康保険加入の有無」「厚生年金保険加入の有無」の
いずれかに「無」がある場合で、審査基準日までに未加入保険に加入した場合について
は、直近の保険料領収書の写し又は保険に加入したことが確認できる書類の写しを提出
してください。
· 様式３　工事（事業）経歴書　　

・建設工事を希望 ～ 経営事項審査申請の際に添付した工事経歴書（様式第二号・申請者用）の写しを直前２年度決算分提出すること。

・設計等を希望　 ～ 直前１年度決算分の事業経歴を記入して提出すること。

· 様式３の２　工事経歴書集計表（建設工事のみ）

・様式３に基づき作成すること。

· 様式４　技術者名簿

・令和５年１月１日現在で、道内に勤務する技術者について作成すること。（道内に勤務し、資格を有する役員も含む。）

・法令による免許等を有していなくても、実務経験により技術職員として勤務する者も記入すること。

· 様式５　代表者身分証明書（個人のみ）

　　　・市区町村長が発行する身分証明書で、申請時３ヵ月以内に発行されたものを提出すること。（コピー可）

· 様式６　登記事項証明書（法人のみ）

　　　・申請時３ヵ月以内に発行されたものを提出すること。（コピー可）

· 様式７　許可・登録証明書

　　　・建設業許可通知書の写し

　　　・建設業許可申請書別紙の写し

　　　・建築士事務所登録を証する書類の写し

　　　・その他の登録に係る現況報告書又は登録通知書の写し

· 様式８　建設業退職金共済組合等の加入・履行証明書の写し（建設工事のみ）

· 様式９　建設工事入札参加資格審査申請書付票

　　　　　　・０２欄　記載する場合は、支店等への委任状を提出すること。

　　　　　　・０４欄　許可業種について○印を記入すること。

　　　　　　　　　　　※受任者が有している許可業種については△印を記入すること。

　　　　　　・０６欄「直前１年（基準決算期）間の建設工事の施工金額」は様式３の２「基準決合計」

と一致します。

　　　　　　・１２欄　記載した技術者のうち、監理技術者資格者証の交付を受けている技術者数を

記入すること。

· 様式１０　設計等入札参加資格審査申請書付票

　　　　　　・０２欄　記載する場合は、支店等への委任状を提出すること。

　　　　　　・０４欄　許可業種について○印を記入すること。

　　　　　　　　　　　※受任者が有している許可業種については△印を記入すること。

　　　　　　　　　　　※建築設計を希望する方で、設備設計のみを希望する場合は◎印を記入する

こと。

· その他添付書類

1． 納税証明書（未納（滞納）税額がない旨の証明でも可、申請時３ヵ月以内に発行

　　　　　　されたもの、コピー可、電子納税証明書不可）

・国　　税　～　法人（個人）税、消費税及び地方消費税

・道　　税　～　納税義務があるすべての税目

・市町村税　～　本社が所在する市町村で納税義務があるすべての税目

　　　　　２．誓約書

　　　　　３．委任状　

　　　　　（１）支店等へ委任

本店の代表者が道内の支店又は営業所の代表者に入札・見積、契約の締結、代金の請求・受領などの権限を委任する場合に提出すること。

　 　　　 （２）代理申請

行政書士の方が申請代理人として代理申請する場合には、申請者本人から申請代理人への委任状（原本）を提出すること。

※代理申請と代行申請

　　            代理申請～申請者本人が代理人に申請手続きについての代理権を授与し、代理人が申請行為を行うこと。申請についての代理権が代理人に授与されているため、申請書の押印は代理人のものとなる。この場合、（２）の委任状が必要となる。
代行申請～申請書の作成及び提出を本人に代わって行うこと。申請者はあくまで本人であり、申請書の記名・押印は申請者本人のものとなる。この場合、（２）の委任状は必要ない。
